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山梨再生に向けた暫定版行動計画について

１ 特徴

（総花的計画から重点化計画へ）

・ 厳しい財政環境を踏まえ、すべての行政分野を対象とするのではなく、公約であ

る「政策提言」を中心に、今後、本県が取り組むべき分野に重点化した。

（長期計画から中期計画へ）

・ 政策提言をスピーディーに実施するとともに、変化の激しい時代に迅速に対応で

きるよう、計画の期間を平成１９年度からの４年間とした。

（計画の柔軟な運用）

・ 毎年度、計画の進捗状況を公表するとともに、計画記載事項に変更があった場合

は、適時・適切に見直すこととした。

（暫定版行動計画の公表）

・ 公約の具体化に向けた取り組みの過程を明らかにするとともに、幅広い県民の声

、 、 。を計画策定に反映するため 最終計画の策定に先立ち 暫定版行動計画を公表した

（計画の早期立ち上げ）

・ 早期に施策・事業の成果を挙げられるよう、知事就任から間もない平成１９年度

を対象に含め、計画を早期に立ち上げることとした。

２ 計画策定に当たっての重視事項等

（公約の早期具体化）

・ 今回の暫定版行動計画の策定に当たっては、県民との公約の一日も早い具体化と

いう点を特に重視した。

・ このため、本年４月早々に、知事を本部長とする山梨県行動計画推進本部を立ち

上げ、全庁を挙げて、計画策定に取り組んでいる。

・ この結果、政策予算を提案する６月定例県議会までに、すべての提言項目につい

て検討を行い、概ねすべての項目（１２６項目）について、目出しをすることがで

きた。
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・ 今後は、本年末の最終計画の策定に向け、施策・事業についての検討を深め、で

きる限り多くの提言項目が一日も早く実現できるよう、全力を尽くす。

（厳しい財政状況への対応）

・ 今回の行動計画の策定に当たっては、策定の基本指針（策定に当たっての留意事

項）において、

①効率的、効果的な施策、事業の導入を検討すること。

②現下の厳しい財政状況に鑑み、最少の経費で最大の効果が得られるよう、施策、

事業の抜本的見直しを行い、選択と集中を図ること。

、 、 、③県債残高の着実な減少に向け 徹底した歳出の削減を図るとともに 既存の施設

設備等の有効利用を図ること。

などを掲げたところである。

・ 厳しい財政状況ではあるが、経済活性化により税収を確保するとともに、 国の

有利な制度を活用するなど、創意工夫をこらし、計画の達成に全力を傾注する。

（県民意見の積極的な反映）

・ 行動計画の暫定版については、政策提言を具体化する第一歩として、今後、本県

が重点的に取り組む施策・事業の内容や大まかな工程をとりまとめたものである。

・ 今後、県議会や市町村長等の意見交換を行うとともに、県民の代表からなる総合

計画審議会（仮称）において、調査審議していただく予定である。

・ 県民の御意見や御提言を反映し、より一層充実した行動計画とするので、多くの

県民の皆様の積極的な参画をお願いする。
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山梨再生に向けた暫定版行動計画の概要

１ 計画策定の趣旨

本県は、豊かな郷土づくりに向け、これまでに、産業の振興や環境の保全をはじ

め、福祉・医療の充実、教育文化の振興、社会資本の整備など、県政各般にわたる

バランスのとれた施策・事業を展開し、大きな成果を挙げてきた。

しかし、バブル経済崩壊後の国内経済の長期停滞とこれに伴う国・地方を通じた

財政状況の悪化などにより、県民の間には閉塞感が漂い、豊かさに対する実感が薄

れつつある。

また、物質的な豊かさばかりでなく、心の豊かさを求めるなど、県民の豊かさに

対する要望は、高度化・多様化してきている。

こうした状況を踏まえ、県民が真の豊かさを実感でき 「暮らしやすさ日本一」、

と思えるような県づくりを進める必要がある。

そこで、こうした県づくりに向けた施策・事業等をスピーディーに実行していく

ための行動計画（アクションプラン）を策定する。

２ 計画の性格と役割、期間

、 、 、行動計画は 新たな県政運営の基本指針となるものであり 時代の潮流を踏まえ

計画の基本理念などを示すとともに、今後、重点的に取り組むべき施策・事業の内

容や数値目標、工程などを明らかにするものである。

今回の暫定計画は、この内の施策・事業の内容と大まかな工程のみをとりまとめ

たものであり、最終的な行動計画の骨格となるものである。

、 、 （ ）計画の期間は 急激な時代の変化に迅速に対応できるよう ２００７ 平成１９

年度から２０１０（平成２２）年度までの４年間とする。
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３ 施策・事業実施に当たっての考え方

「暮らしやすさ日本一」の県づくりに向けた取り組みが、効果的・効率的に実施

できるよう、施策・事業の目的等を考慮し、これらを体系化した。

まず 「暮らしやすさ日本一」の県づくりに向けた基本目標として 「７つの『や、 、

まなし』の実現」を掲げた。

７つの『やまなし』とは、県民誰もが「暮らしやすさ日本一」と実感できる県づ

くりに向け、県政の改革をはじめ、産業の振興、福祉・医療の充実、教育文化の振

興、環境の保全、交流の拡大、社会基盤の整備など、今後、本県が達成すべき分野

別の基本的な目標である。

、 、 。この基本目標を達成するため それぞれの基本目標ごとに 複数の政策を掲げた

さらに、この政策を構成する主要な施策・事業を掲げ、その方向や実現に至るま

での工程などを明らかにした。

なお、施策・事業については、政策提言の項目を基に構成するとともに、その達

成状況を正確に把握できるよう、最終的な計画では、できる限り数値目標等を掲げ

ることとする。

（基本目標）

今後、達成すべき分野別の７つの基本的な

目標

（政策）

基本目標を達成するために、本県が、今後、

重点的に取り組む２７の政策

（施策・事業）

それぞれの政策を構成する主要な施策・事業
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山梨再生に向けた暫定版行動計画の施策・事業体系

（ ） （ ） （ ）基本目標 政 策 施策・事業数

１ 「変える・やまなし」 創意工夫をこらし挑戦する県政の推進 ６
の実現 簡素でスピーディーな県政の推進 １２

県民に開かれ、県民とともに創る県政
の推進 １０
地方分権の推進と道州制への対応 １０

２ 「力みなぎる・やまなし」 「やまなしブランド」の確立と販路拡大 １５
の実現 未来につながるはつらつとした農業の振興 １４

健全な森づくりと力強い林業の振興 １２
地域とくらしを豊かにする中小企業の振興 １３
新産業創出への支援 １０
競争力のある商業の振興 ８

３ 「やすらぎ・やまなし」 危機管理体制の確立と地域防災力の強化 １５
の実現 あたたかく多様な子育て支援 １０

安心して暮らせる地域福祉の推進 １３
県民の豊かな生活を守る保健医療の充実 １０

４ 「はぐくむ・やまなし」 豊かな学びを支える教育環境の整備 １０
の実現 個性を活かし未来を拓く学校教育の充実 １１

明るく活力に満ちたスポーツの振興 ７
地域における文化・伝統の継承と文化力・
教育力の向上 ９
県立文化施設の整備・活用 １２

５ 「さわやか・やまなし」 豊かな環境の保存と継承 １４
の実現 循環型社会システムの構築 １１

６ 「つどう・やまなし」 国内外に向けた山梨の魅力発信 １０
の実現 時代のニーズを満たす多様な観光の振興 １６

７ 「むすぶ・やまなし」 県土を形成する骨格道路網の整備 １０
の実現 鉄道の利便性向上と地域航空の検討 ８

情報ネットワークの活用 ７
多様な分野における国際交流の推進 １１

７基本目標 ２７政策 ２９４施策・事業
（ 。）再掲を含まず



山梨再生に向けた暫定版行動計画 主要施策・事業一覧
【基本目標 １】 「変える・やまなし」の実現①

【政策１】創意工夫をこらし挑戦する県政の推進

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

1 県

職員提案の実施

（新行政システム課 ）
・職員提案の募集
・最優秀賞の提案の事業化

など

2 県

管理職：実施
一般職：制度の導入検討

（ ）
・一般職への導入検討

【政策２】簡素でスピーディーな県政の推進

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

1 県
2

経済財政会議の設置・運営

（ ）
・経済財政会議の設置・運営

など

2 県

基本計画の策定

橋梁修繕計画の策定
（ ）

・基本計画の策定 事業実施
・橋梁修繕計画の策定

など

公共土木施設へのアセットマネジメントの導入

（注）アセットマネジメント・・・土木施設を「資産」（アセッ
ト）としてとらえ、中長期的視点に立って、計画的かつ効
率的に維持管理（マネジメント）すること。

道路管理課

実施主体

山梨県経済財政会議の設置・運営

工程表（年度別事業計画）
実施主体

職員提案制度の活用〔P.７に掲載〕

主要な施策・事業の概要

主要な施策・事業の概要
工程表（年度別事業計画）

人事課

職員の能力、実績、努力等を的確に把握して
適正に評価するために、管理職人事評価制度
の一層の制度改善を図るとともに、一般職員へ
の導入を検討します。

県庁職員の自由な発想と創意工夫を活かす
ため、職員提案制度の活用を図ります。

人事評価制度の拡充〔P.７に掲載〕

〔P.12に掲載〕
公共土木施設の適切な維持管理に基づく長

寿命化により、トータルコストの縮減や更新時
期の平準化を図るため、アセットマネジメントを
導入します。

本県の経済政策や行財政運営等に民間の視
点・発想を取り入れるため、有識者等からなる
「山梨県経済財政会議」を設置します。

〔P.10に掲載〕

知事政策室
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【基本目標 １】 「変える・やまなし」の実現②

【政策３】県民に開かれ、県民とともに創る県政の推進

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

1 広聴広報機能の強化〔P.15に掲載〕 県

各媒体の機能強化

（ ）
・県ホームページのリニューアル
・県政だより「ふれあい」のリニューアル
・テレビとホームページ等の連携

など
2 県

委員会の設置・施策への反映

（ ）
・全体委員会の開催
・テーマ別検討
・知事との意見交換

など

【政策４】地方分権の推進と道州制への対応

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

1 県

セミナーの開催など

（ ）
・支援体制の整備
・セミナーの開催 など

2 県
市町村

市町村合併の推進
社会基盤の整備

（ 市町村課・道路整備課 ）
・市町村合併の推進
・市町村合併を促進する社会基盤の整備

男女共同参画課

女性の知恵や感覚を県政に活かしていくた
め、「やまなし女性の知恵委員会」を設置し、
様々な提案を求めます。

県民の声を広く県政に反映するとともに、県
内外への県政情報の発信力を高めるため、メ
ディアミックス（複数媒体の連携）の考え方を取
り入れ、県ホームページや広報誌等の機能を
強化します。

主要な施策・事業の概要

〔P16.に掲載〕

基礎自治体である市町村の行財政基盤の強
化を図るため、山梨県市町村合併推進構想に
基づき、自主的な市町村合併を積極的に推進
するとともに、合併市町村間の連携強化に向け
た道路整備を行い、合併支援を図ります。

実施主体

市町村合併の推進〔P.19に掲載〕

主要な施策・事業の概要
工程表（年度別事業計画）

実施主体

広聴広報課

やまなし女性の知恵委員会の設置

工程表（年度別事業計画）

百花繚乱のまちづくり活動への支援

市町村課

市町村のまちづくり活動の活性化や気運の醸
成を図るため、創意工夫に富んだ特色あるまち
づくりに関する情報を発信し、県民と行政が、ま
ちづくりについてともに学び、考える機会を提供
します。

〔P.19に掲載〕
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【基本目標 ２】 「力みなぎる・やまなし」の実現①

【政策１】「やまなしブランド」の確立と販路拡大

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

1 県

「やまなしブランド戦略」の策定

戦略の展開
（ ）

・やまなしブランド戦略懇話会の開催
・「やまなしブランド戦略」の策定

など

2 民間等

プロモーション活動等への支援
果実選果体制整備への支援

（ ）
・輸出プロモーション活動等への支援
・輸出向け果実選果体制整備への支援

など

【政策２】未来につながるはつらつとした農業の振興

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

1 県

策定

（ ）

2 民間等

バーチャルショップの運営支援

（ ）
・やまなしバーチャルショップの開設・運営の支援

やまなしバーチャルショップの開設支援

県産果実輸出確立への支援〔P.26に掲載〕

実施主体

「やまなし農業ルネサンス大綱」の策定

主要な施策・事業の概要
工程表（年度別事業計画）

果樹食品流通課

県産果実の販売促進と輸出モデルを確立す
るため、関係団体が実施する輸出プロモーショ
ン活動や情報収集活動を支援します。
また、JA（選果施設）が実施する検疫措置に

対応できる選果体制の整備を支援します。

工程表（年度別事業計画）
実施主体

やまなしブランド戦略の展開〔P.25に掲載〕

知事政策室

主要な施策・事業の概要

農林業や地場産業、観光関連産業等の県の
ブランド化に関連する施策を一体的、効率的に
展開するため、戦略懇話会を設置し、「やまなし
ブランド戦略」を策定します。

〔P.30に掲載〕
将来に期待が持てる農業の確立と農村の活

性化を図り、山梨の農業を再生するため、10年
先を目標とする振興指針として「やまなし農業
ルネサンス大綱」を策定します。

農政総務課

山梨が誇る農産物や加工品の販路を拡大
し、生産者の所得アップを図るため、関係団体
が実施する全国の消費者に直接販売できる流
通システム構築への取り組みを支援します。

〔P.31に掲載〕

果樹食品流通課
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【基本目標 ２】 「力みなぎる・やまなし」の実現②

【政策３】健全な森づくりと力強い林業の振興

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

1 民間等

安定協議会の設置、需給情報の
収集、提供

県産材ＰＲフェアの開催など
（ ）

・流域木材安定供給協議会の設置 素材流通協議会の設置など
・県産材ＰＲフェア開催、販売促進活動への支援
・素材流通協議会、広域流通協議会の設置 など

2 県
民間等

コミッションの設立

森づくりフォーラムの
開催

（ ） 森づくり活動の推進
・森づくりコミッションの設立
・森づくりフォーラムの開催に対する支援 など

【政策４】地域とくらしを豊かにする中小企業の振興

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

1 県

デザインの公募・選定など

（ ）
・やまなしグッドデザインの公募・選定
・デザイン戦略セミナーの開催

など

2 県

移転整備

開校
（ ）工業振興課

産業デザインの振興〔P.39に掲載〕

宝石美術専門学校の移転整備〔P.41に掲載〕
国際的に通用する企画・開発力を持った人材

を育成するため、宝石美術専門学校を移転整
備し、デザイン分野の強化と新たなマネジメント
分野の導入を図ります。

新しいやまなしブランドとなる製品づくりを進
めるため、製品デザインを募集し、優れたデザ
インについて製品開発を促進するとともに、デ
ザイン戦略セミナーを開催します。

工業振興課

実施主体
工程表（年度別事業計画）

主要な施策・事業の概要

主要な施策・事業の概要
工程表（年度別事業計画）

実施主体

林業振興課

企業や団体による森づくり活動の推進
〔P.36に掲載〕

企業や団体をはじめ、県民総参加による森づ
くりを推進するため、森づくり活動の相談窓口と
して、関係機関との連絡調整や活動場所の紹
介、森づくりに関する企画の提案等の活動を支
援します。

みどり自然課

県産材の安定供給を促進するため、県内３流
域の拠点を中心に需給情報の分析、提供を進
めるとともに、他県との連携による広域流通対
策や販売促進活動などを推進します。

〔P.36に掲載〕
県産材の安定供給と新たなマーケットの開拓
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【基本目標 ２】 「力みなぎる・やまなし」の実現③

【政策５】新産業創出への支援

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

1 県
市町村

産業集積の促進

（ ）
・地域産業活性化基本計画の策定
・産業集積促進助成金の交付

など

2 県

企業誘致の推進

（ ）
・産業立地成功報酬制度の創設
・やまなし産業立地コミッションの設置

【政策６】競争力のある商業の振興

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

1 市町村
民間等

イベント開催等への支援

（ ）
・商店街活性化イベントの開催への支援
・育児・交流スペース等の整備への支援

など

2 市町村
民間等

空き店舗を活用した事業への
支援など

（ ）
・創業セミナーや家賃補助など空き店舗への出
店促進への支援

・空き店舗等を活用した子育て支援サービス施
設等への支援

商店街の賑わいを創出し空き店舗の解消を
図るため、市町村や商工会等が行う空き店舗
を活用した事業などに対して支援します。

商業振興金融課

商店街活力再生への支援〔P.47に掲載〕
商店街の活力を再生させるため、市町村や商

工会等が行うイベントの開催や商店街の施設
整備などに対して支援します。

商業振興金融課

商店街空き店舗活用への支援〔P.48に掲載〕

産業立地推進課

主要な施策・事業の概要
工程表（年度別事業計画）

実施主体

県、市町村を中心に地域が緊密に連携して、
本県の特性と強みを活かした産業集積の形
成・活性化を図るため、国の支援も活用しなが
ら本県独自の産業集積を促進します。

産業立地推進課

企業誘致の推進〔P.45に掲載〕
活力ある産業の集積と雇用の拡大による本

県産業経済の活性化を図るため、製造業を中
心に、IT関連産業、バイオ産業など将来性のあ
る優良な企業の誘致を推進します。

主要な施策・事業の概要
工程表（年度別事業計画）

実施主体

産業集積の促進〔P.44に掲載〕
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【基本目標 ３】 「やすらぎ・やまなし」の実現①

【政策１】危機管理体制の確立と地域防災力の強化

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

1 県

防災工事の実施

（ 道路整備課・道路管理課 ）
・防災工事の実施

2 県

防災点検

啓発活動の実施
（ ）

・総合防災ポータルサイトの構築
・防災チェックシートの作成・配布

など

【政策２】あたたかく多様な子育て支援

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

1 県
市町村
民間等

検討・事例の紹介

ネットワークづくりの促進
（ ）

・検討会の実施
・ネットワーク化に向けた事例の紹介
・ネットワークモデル事業の実施 など

2 市町村

窓口無料化に向けた準備

窓口での無料化
（ ）

地域ぐるみ子育て支援ネットワークづくりの促進

主要な施策・事業の概要
工程表（年度別事業計画）

乳幼児医療費の窓口無料化〔P.57に掲載〕
疾病を早期に発見、治療し、重症化を防止す

るとともに、子育て家庭の経済的、時間的負担
を軽減するため、診療時に無料で医療サービ
スが受けられる乳幼児医療費助成の窓口無料
化を進めます。

児童家庭課

〔P.56に掲載〕

工程表（年度別事業計画）
実施主体

緊急輸送道路の防災対策〔P.51に掲載〕

主要な施策・事業の概要

地震をはじめとする災害発生時に、避難・救
助活動や物資の供給を行う重要な経路として
の役割が果たせるよう、緊急輸送道路の防災
対策を推進します。

わが家の防災対策の推進〔P.52に掲載〕

消防防災課

防災等に関する情報を県民に分かりやすく提
供するため、総合防災ポータルサイトを構築し
ます。また、県民の防災意識の高揚を図るた
め、防災について点検できる防災チェックシート
を作成・配布します。

実施主体

子育てに関係する各種団体の連携を強化す
るため、市町村やボランティア団体などが、そ
れぞれの特性や機能を活かしながら、地域一
体となって支援できるネットワークづくりを促進
します。

児童家庭課
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【基本目標 ３】 「やすらぎ・やまなし」の実現②

【政策３】安心して暮らせる地域福祉の推進

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

1 県
市町村
民間等

高齢者福祉施設の整備

（ ）
・介護保険施設のユニット化の促進
・地域密着型介護老人福祉施設等の整備促進

など

2 県
民間等

障害者福祉施設の整備

（ ）
・障害者授産施設の整備促進
・ケアホームの整備促進
・グループホームの整備促進 など

【政策４】県民の豊かな生活を守る保健医療の充実

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

1 県
民間等

医師確保対策の実施

（ ）
・医師修学資金貸与の実施
・ドクターバンクへの支援
・ドクタープールの実施 など

2 県
整備〔P.65に掲載〕 市町村

検討・整備

運営

（ ）
・小児初期救急医療センターの整備・運営

実施主体
工程表（年度別事業計画）

主要な施策・事業の概要

医務課

主要な施策・事業の概要
工程表（年度別事業計画）

実施主体

医師確保対策の実施〔P.65に掲載〕

富士・東部地域における小児救急医療体制の

子どもが早期に適切な医療が受けられ、急病
等に対する保護者の不安が解消できるよう、富
士・東部地域に小児を対象とする初期救急医
療センターを整備します。

県内で不足している医師の増員を図るため、
県内の公的病院等へ一定期間勤務することを
条件とする修学資金を医学生に貸し付けるな
ど、医師確保対策を推進します。

医務課

障害をもつ人が自立して日常生活や社会生
活を営めるよう、地域において、個々のニーズ
に応じた適切なサービスを提供する福祉施設
の整備を促進します。

障害福祉課

長寿社会課

障害者福祉施設の整備〔P.60に掲載〕

高齢者福祉施設の整備〔P.60に掲載〕
居宅において生活することが困難な高齢者

が、住み慣れた地域で安心して生活が送れる
よう、高齢者の多様なニーズに対応する高齢者
福祉施設の整備を促進します。
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【基本目標 ４】 「はぐくむ・やまなし」の実現①

【政策１】豊かな学びを支える教育環境の整備

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

1 県
市町村

窓口設置・支援

（ ）
・相談窓口の設置
・教育環境整備の構想策定市町村への支援

など

2 県

目標設定・評価

（ ）
・目標設定、評価、公表

など

【政策２】個性を活かし未来を拓く学校教育の充実

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

1 県
国
市町村

カウンセラー・相談員の配置

（ ）
・スクールカウンセラーの配置
・子どもと親の相談員の配置
・心の相談員の派遣 など

2 県
国

分析・実践的研究

（ ）
・教科別の調査結果の分析
・研究指定校による実践的な研究の実施

など

義務教育課

「確かな学力」の定着・向上〔P.74に掲載〕
「確かな学力」の定着・向上を図るため、全国

学力学習状況調査や教育課程実施状況調査
の結果を分析するとともに、課題の改善に向け
た実践的な研究を行います。

学校評価の推進〔P.69に掲載〕

実施主体

いじめ、不登校等問題行動対策の推進

主要な施策・事業の概要
工程表（年度別事業計画）

高校教育課

組織的、継続的な学校運営の改善を図るた
め、学校長のリーダーシップの下、教職員評価
制度と緊密な連携を図りながら、自ら設定した
目標の達成状況について点検・評価を行う学
校評価制度を推進します。

工程表（年度別事業計画）
実施主体

小・中学校適正規模化への支援〔P.69に掲載〕

義務教育課

主要な施策・事業の概要

児童・生徒にとって望ましい教育環境を整備
するため、教育環境整備構想などを策定し、学
校規模の適正化に取り組む市町村に対して支
援を行います。

〔P.73に掲載〕
全国的に深刻化している「いじめ問題」や不

登校などの問題行動の解決に向け、児童生徒
等の指導・相談体制を強化するため、スクール
カウンセラーの配置等を行います。

義務教育課
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【基本目標 ４】 「はぐくむ・やまなし」の実現②

【政策３】明るく活力に満ちたスポーツの振興

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

1 国

モデル校による実践

検討委員会による研究
（ ）

・モデル校における総合運動部活動の創設・運営 普及に
・検討委員会における実践事例の研究 向けた

など 研究

2 県

養成講習会・情報提供など

（ ）
・広域スポーツセンターの運営
・指導者の養成と派遣
・スポーツ情報等の提供 など

【政策４】地域における文化・伝統の継承と文化力・教育力の向上

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

1 県
市町村
民間等

準備委員会設置

基本構想策定
（ ）

・開催準備委員会の設置 実行
・基本構想検討委員会の設置準備 委員会

など 設立

2 県
市町村
民間等

県民文化祭の開催

（ ）
・総合フェスティバル開催
・部門別フェスティバル開催
・地域フェスティバル開催

など

国民文化祭の招致〔P.80に掲載〕

県民文化祭の開催〔P.80に掲載〕
県民の文化活動への参加を促進し、個性あ

ふれる文化を創造するため、県民総参加の「や
まなし県民文化祭」を開催します。

本県における芸術文化活動を活性化し、文化
力の向上を図るため、国内最大級の文化の祭
典であり、多彩な文化活動の発表や交流の場
となる国民文化祭の招致を目指し、開催に向け
た準備を進めます。

生涯学習文化課

実施主体
工程表（年度別事業計画）

主要な施策・事業の概要

工程表（年度別事業計画）
実施主体

スポーツ健康課

生涯・地域スポーツの振興〔P.77に掲載〕
県民が明るく豊かなスポーツライフを実現でき

るよう、広域スポーツセンターを活用し、総合型
地域スポーツクラブを育成するとともに、県民
の必要とするスポーツ情報を提供するなど、県
民の生涯スポーツ活動を推進します。

スポーツ健康課

主要な施策・事業の概要

スポーツ大好きキッズの育成〔P.77に掲載〕
子ども達に運動の機会を提供するとともに、

体力の低下を防止するため、モデルとなる小学
校に「総合運動部活動」を創設し、実践事例な
どについて研究します。

生涯学習文化課
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【基本目標 ４】 「はぐくむ・やまなし」の実現③

【政策５】県立文化施設の整備・活用

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

1 県

計画策定

設計
（ ）

・検討委員会の設置 設計・建設
・庁内検討チームの設置

など 建設

2 県

啓発・調査研究

（ ）
・ネットワーク会議の開催
・スタンプラリーの実施
・県内博物館等とによる共同研究の実施 など

誰もが多様な知識や情報をたやすく入手で
き、学習や生活に活かしていくことができるよ
う、有識者や県民の幅広い意見等を踏まえな
がら、新しい時代にふさわしい県民に親しまれ
る県立図書館の整備を進めます。

企画課

ミュージアム甲斐・ネットワークの推進

主要な施策・事業の概要
工程表（年度別事業計画）

実施主体

新県立図書館の整備〔P.84に掲載〕

学術文化財課

県民文化のさらなる向上を図るため、県内博
物館等によるネットワーク会議を充実させるとと
もに、博物館が本来持っている資料収集、調査
研究等の機能を活用し、県内博物館が連携し
て「やまなし学」の推進を図ります。

〔P.84に掲載〕
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【基本目標 ５】 「さわやか・やまなし」の実現

【政策１】豊かな環境の保存と継承

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

1 県

条例制定

( ) 保護管理事業の実施
・希少野生動植物種の保護に関する条例の制定
・希少野生動植物保護管理事業の実施

など

2 県
市町村

推薦書素案の作成
保存管理計画の策定など

( ) 推薦書準備
・推薦書素案の作成 ・提出
・文化財の指定
・保存管理計画の策定 など

【政策２】循環型社会システムの構築

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

1 県

システム導入、運用

）
・不法投棄等未然防止支援システムの導入、
運用

2 県
民間等

明野最終処分場の整備

次期候補地概況調査、整備検討
（ ）

・明野最終処分場の整備
・次期候補地概況調査

富士山の文化的価値を世界に対して明確に
するとともに、文化的景観の保護・保全を図り、
人類共通の財産として後世に残すため、富士
山の世界文化遺産登録を推進します。

（静岡県
と共同
実施）

不法投棄等未然防止支援システムの導入

主要な施策・事業の概要
工程表（年度別事業計画）

世界遺産推進課

〔P.94に掲載〕

生物の絶滅を防ぎ、その多様性が保全できる
よう、「希少野生動植物種の保護に関する条
例」を制定するとともに、個体や生息・生育地の
保護を行います。

工程表（年度別事業計画）
実施主体

希少野生動植物の保護対策の推進

みどり自然課

主要な施策・事業の概要

〔P.90に掲載〕

富士山世界文化遺産登録の推進〔P.90に掲載〕

実施主体

(財)産業廃棄物処理事業振興財団が運営す
る不法投棄等未然防止支援システムを導入
し、広域化する不法投棄事案に対して迅速に
対応できる体制を整備します。

（ 廃棄物不法投棄対策室

環境整備課

廃棄物最終処分場の整備〔P.95に掲載〕
公共関与による廃棄物最終処分場の整備を

推進するため、(財)山梨県環境整備事業団が
行う施設整備に対して支援するとともに、新た
な処分場の候補地について、調査・検討を行い
ます。
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【基本目標 ６】 「つどう・やまなし」の実現

【政策１】国内外に向けた山梨の魅力発信

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

1 県
充実〔P.99に掲載〕

物品販売機能の拡充

やまなし館の運営

（ ）
・県産品常設展示販売コーナーの新設

など

2 県
市町村

・「やまなしライフ」相談会の開催
・「やまなしライフ」体験機会の
提供

（ ） ・二地域居住誘導促進モニタリ
・「やまなしライフ」相談会の開催 ング調査の実施
・「やまなしライフ」体験機会の提供
・二地域居住誘導促進モニタリング調査の実施

【政策２】時代のニーズを満たす多様な観光の振興

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

1 県
市町村
民間等

トップセールスの実施

（ ）
・中国、韓国などにおけるトップセールス

など

2 県

懇話会の開催
新たな観光振興計画の策定

（ ） 計画に基づく施策の展開
・観光懇話会の設置・開催
・新たな観光振興計画の策定

など

実施主体

「富士の国やまなし館」物品展示・販売機能の

主要な施策・事業の概要

首都圏における県産品の普及・宣伝を拡大
するため、物品の展示・販売機能を充実するな
ど、「富士の国やまなし館」の魅力を高めるリ
ニューアルを行います。

工程表（年度別事業計画）

観光振興課

やまなしライフの推進〔P.100に掲載〕

観光振興課

本県の交流・定住人口を増加するため、本県
での暮らし（やまなしライフ）に関する相談会を
開催するとともに、居住体験の機会を提供する
市町村に対して支援します。また、二地域居住
者の移動経費に関する調査を行います。

実施主体

海外誘客宣伝活動の実施〔P.103に掲載〕

主要な施策・事業の概要
工程表（年度別事業計画）

本県の魅力を積極的に海外に売り込むた
め、市町村や観光事業者等と連携し、中国など
東アジア地域を中心に、誘客に向けたトップ
セールスを実施します。

国際観光振興室

観光企画課

新たな観光振興計画の策定〔P.103に掲載〕
今後の観光振興の在り方について検討する

ため、観光事業者や学識経験者等で構成する
観光懇話会を設置・開催するとともに、その提
言に基づき新たな観光振興計画を策定します。
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【基本目標 ７】 「むすぶ・やまなし」の実現①

【政策１】県土を形成する骨格道路網の整備

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

1 県

関連公共施設の整備

（ ）
・アクセス道路整備 市川三郷身延線
・バイパス道路整備 国道300号 など

2 県

都市計画法手続き

道路整備
（ 道路整備課・道路企画室 ）

・都市計画法手続き
・道路整備

など

【政策２】鉄道の利便性向上と地域航空の検討

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

1 民間等
の設立〔P.113に掲載〕

要望活動の実施

（ ）
・「中央線高速化促進広域期成同盟会」（仮称）
の設立
・国、ＪＲ東日本等に要望活動

など
2 民間等

用地の確保

（ ）
・用地の確保

リニア交通課

道路整備課

工程表（年度別事業計画）
実施主体

中部横断自動車道関連公共施設の整備

主要な施策・事業の概要

実施主体
工程表（年度別事業計画）

山梨リニア実験線建設用地の確保

「中央線高速化促進広域期成同盟会」（仮称）

主要な施策・事業の概要

〔P.109に掲載〕

リニア中央エクスプレス実現の前提となる技
術が早期に確立されるよう、(独)鉄道建設・運
輸施設整備支援機構から山梨リニア実験線に
係る用地事務を受託し、その早期完全取得を
目指します。

〔P.114に掲載〕

中央線の高速化に向けた世論を喚起するた
め、本県をはじめ、長野県や沿線市町村等で
構成する期成同盟会を設立し、国やＪＲ東日本
等に対する要望活動を行います。

リニア交通課

中部横断自動車道の整備が円滑に進められ
るよう、工事用道路やアクセス道路を整備する
など、関連公共施設の整備を推進します。

西関東連絡道路の整備推進〔P.110に掲載〕
高速道路等を介して北関東地域と東海地域

を結び、本県経済の発展や観光振興につなげ
られるよう、西関東連絡道路の万力ランプ（山
梨市）以北の建設を推進します。
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【基本目標 ７】 「むすぶ・やまなし」の実現②

【政策３】情報ネットワークの活用

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

1 県
ワーク基盤の活用〔P.116に掲載〕 国

市町村
整備についての検討 民間等

（ ）
・整備についての検討

2 県
展開の推進〔P.116に掲載〕 市町村

民間等
ネットワークの利活用

（ ）
・ネットワークの利活用

【政策４】多様な分野における国際交流の推進

Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２

1 県
市町村

多文化共生の推進

（ ）
・通訳ボランティア等の育成
・フォーラム、シンポジウムの開催
・やまなし多文化共生推進協議会の開催

など
2 県

整備の検討・推進

（ ）
・庁内検討会議の開催
・先進地視察

知事政策室

多文化共生の推進〔P.119に掲載〕

国際的観光地の特徴を活かした地域振興を
図るため、富士北麓地域への国際交流ゾーン
の整備について検討を進めます。

〔P.120に掲載〕

地域で暮らす外国人に対する生活面での支
援体制を確立し、地域住民との共生を図るた
め、通訳ボランティア等を育成するとともに、多
文化共生社会の形成に向けたフォーラムなど
を開催します。

国際課

富士北麓地域における国際交流ゾーンの検討

主要な施策・事業の概要
工程表（年度別事業計画）

実施主体

情報政策課

官民による情報ネットワークを活用した事業

教育や医療の面での利便性の向上や地域産
業の振興を図るため、情報ハイウェイなどの情
報ネットワークの利活用について、官民一体と
なって検討を進めます。

情報政策課

県内のどこでも高速インターネットが利用でき
るよう、国、県、市町村、事業者の連携を図りな
がら、情報ハイウェイを活用したネットワーク基
盤の整備について検討します。

実施主体
工程表（年度別事業計画）

主要な施策・事業の概要

ブロードバンド・ゼロ地域解消のためのネット
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